
平成 14年 3月期 中間決算短信(連結)  平成 13年 11月 20日

上   場   会   社   名     日本トランスシティ株式会社 上場取引所  東 大 名

コード番号      9310 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理部長 三重県

　　　　　　  氏　　        名　　　　八代 雅秀 TEL (0593) 53 - 5211
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 20日

１. 13年 9月中間期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)連結経営成績

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 35,355 3.4 996 △ 22.1 860 △ 29.1
12年 9月中間期 34,182 - 1,278 - 1,215 -
13年 3月期 69,979  2,838  2,730  

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

13年 9月中間期 477 - 7.50 6.37
12年 9月中間期 △ 2,235 - △ 35.14 -  
13年 3月期 △ 3,634  △ 57.13 -
(注)①持分法投資損益    13年 9月中間期    97百万円   12年 9月中間期    108百万円   13年 3月期   202百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年 9月中間期   63,612,487株 　12年 9月中間期   63,612,340株 　13年 3月期   63,612,346株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％  円　　銭

13年 9月中間期 94,773 25,932 27.4 407.67
12年 9月中間期 88,608 28,128 31.7 442.18
13年 3月期 89,196 26,189 29.4 411.70
(注) 期末発行済株式数（連結）　13年 9月中間期    63,612,269株　　　12年 9月中間期    63,612,020株　　　13年 3月期   63,612,373株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

13年 9月中間期 1,310 △ 876 6,576 18,147
12年 9月中間期 696 △ 680 △ 946 10,167
13年 3月期 3,633 △ 1,012 △ 2,590 11,138

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数    ２２社  　 持分法適用非連結子会社数　  １社 　  持分法適用関連会社数　 ５社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）      ０社  （除外）   ０社　   持分法（新規）  ０社  （除外）　 ０社

２. 14年 3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 71,000 1,700 900
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）              14 円  15 銭

(注)金額は全て百万円未満を切り捨てて表示しております。
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１．１．１．１．企 業 集 団 の 状 況企 業 集 団 の 状 況企 業 集 団 の 状 況企 業 集 団 の 状 況                                    

当企業集団は、日本トランスシティ株式会社（当社）および子会社３４社、関連会社 9 社より構成
されており、総合物流業（倉庫業、港湾運送業、陸上運送業、国際複合輸送業他）およびその他の事
業を営んでおります。
事業の内容と当社および子会社、関連会社の当該事業における位置づけ並びに事業の種類別セグメ

ントの関連など事業系統図を示すと次のとおりであります。

得       意       先

                          
                             サービス                サービス                             サービス
                                                                                          

当 社

総 合 物 流 事 業 その他の事業

倉   庫   業 港湾運送業 陸上運送業 国際複合輸送業・その他

     倉庫　　                冷蔵　          港湾　　  　　トラック輸送　    　国際
     サービス                倉庫            サービス   　　　　  　　　　   　複合輸送

子会社
※1極東冷蔵(株)

子会社
※1 (株)ﾄﾗﾝｽｼﾃｨｻｰﾋﾞｽ
※1 関西ﾄﾗﾝｽｼﾃｨｻｰﾋﾞｽ(株)
※1 四日市物流ｻｰﾋﾞｽ(株)
※1 中部ﾄﾗﾝｽｼﾃｨｻｰﾋﾞｽ(株)

関連会社
※3 中部ｺｰﾙｾﾝﾀｰ(株)

子会社
※1 四倉運輸(株)
※1 九州ｼﾃｨﾌﾚｲﾄ(株)
※1 鹿島ｼﾃｨﾌﾚｲﾄ(株)
※1 中部ｼﾃｨﾌﾚｲﾄ(株)
※1 大阪ｼﾃｨﾌﾚｲﾄ(株)
※1 関東ｼﾃｨﾌﾚｲﾄ(株)

子会社
※1四日市海運(株)
※1朝日海運(株)
※1四日市ﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ(株)
四日市ｼｯﾋﾟﾝｸﾞ(株)
(株)東西荷扱所
ﾜｲｹｲ物流ｻｰﾋﾞｽ(株)
関連会社

四日市梱包(株)
　　　　倉庫賃貸

子会社
※1 四港サイロ(株)
※ 2 南大阪埠頭(株)

関連会社
※3 四日市港国際物流ｾﾝﾀｰ(株)

子会社
※1 ヨンソー開発(株)
 　 (不動産販売・
  　 損害保険代理店)
※1 三鈴開発(株)
  　(ゴルフ場運営)
※1 ｾﾝﾄﾗﾙ自動車整備(株)
    (自動車整備・
     クレーン作業)
※1 (株)ニューポート
    (ﾚｽﾄﾗﾝ・給食事業)
(有)エニー
(株)三鈴緑化ｻｰﾋﾞｽ
関連会社

※3 (株)四日市ﾐｰﾄ･ｾﾝﾀｰ
多度開発(株)

　輸送
関連会社

※3 高橋梱包運輸(株)

子会社
※1 Yokkaichi America Corporation
　　Trancy Logistics (Singapore) Pte.Ltd.
　　Trancy Logistics (H.K.) Ltd.
　　Trancy Logistics Philippines,Inc.
　　PT.Naditama-Trancy Logistics Indonesia
　　Trancy Logistics (Europe) GmbH
  　(株)アーガスインターナショナル

関連会社
※3 Brendamour-Yokkaichi
      Worldwide Distribution Corporation
    Yokkaichi (Thailand) Co.,Ltd.
　　Trancy Logistics (Malaysia) Sdn.Bhd

リース コンピュータサービス
子会社

※1サンライズホーム(株)
子会社

※1 ﾄﾗﾝｽｼﾃｨｺﾝﾋﾟｭｰﾀｻｰﾋﾞｽ（株）
※１　連結子会社（２２社）
※２　持分法適用子会社（１社）
※３　持分法適用関連会社（５社）
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関 係 会 社 の 状 況関 係 会 社 の 状 況関 係 会 社 の 状 況関 係 会 社 の 状 況

議決権の
所有割合名 称 住 所

資本金又
は出資金
(百万円)

主要な事業の内容
        (％)

関　　係　　内　　容 摘要

( 連 結 子 会 社 )

四日市海運株式会社三重県四日市市 20  物 流 業 66.3
当社に港湾荷役サービスを提供している。
役員の兼任４名

朝日海運株式会社大阪府泉大津市 24  物 流 業 75.0
当社に港湾荷役サービスを提供している。
役員の兼任２名

極東冷蔵株式会社三重県四日市市 130  物 流 業 85.2
当社は冷蔵倉庫設備を再保管先として利用して
いる。

四港サイロ株式会社三重県四日市市 500  物 流 業 60.0
当社は穀物専用サイロを賃借している。
役員の兼任３名

四倉運輸株式会社三重県四日市市 20  物 流 業 100.0
当社に陸上運送業におけるトラック輸送を提供
している。
役員の兼任３名

株 式 会 社
トランスシティサービス

東京都千代田区 10  物 流 業 100.0
当社に倉庫業の荷役を提供している。
役員の兼任３名

関 西 ﾄ ﾗ ﾝ ｽ ｼ ﾃ ｨ
サービス株式会社

大阪府枚方市 10  物 流 業 100.0
当社に倉庫業の荷役を提供している。
役員の兼任３名

四日市物流ｻｰﾋﾞｽ
株 式 会 社

三重県四日市市 10  物 流 業 100.0
当社に倉庫港湾業の荷役を提供している。
役員の兼任５名

中 部 ﾄ ﾗ ﾝ ｽ ｼ ﾃ ｨ
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 株式会社

愛知県西春日井郡 10  物 流 業 100.0
当社に倉庫業の荷役を提供している。
役員の兼任２名

Yokkaichi America
 Corporation

米国 ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州
ﾛﾝｸﾞﾋﾞｰﾁ市

($) 61万  物 流 業 100.0
当社の国際複合輸送において米国での代理店と
なっている。役員の兼任２名

ｾﾝﾄﾗﾙ自動車整備
株 式 会 社

三重県四日市市 30  その他の事業 100.0
当社の荷役、輸送機器の点検・修理を行ってい
る。 役員の兼任３名

三鈴開発株式会社三重県鈴鹿市 247  その他の事業 87.9 役員の兼任３名

ﾖ ﾝ ｿ ｰ 開 発
株 式 会 社

三重県四日市市 151  その他の事業 100.0
当社の建物等の建築工事および営繕を行ってい
る。 役員の兼任４名

その他９社 — — — — — —

(持分法適用非連結子会社)

南大阪埠頭株式会社大阪府泉大津市 48  物 流 業 56.3(16.7)
当社に倉庫スペースを提供している。
役員の兼任２名

(持分法適用関連会社)

中部ｺｰﾙｾﾝﾀｰ株式会社三重県四日市市 1,800  物 流 業 45.0
当社に石炭の保管スペースを提供している。
役員の兼任１名  債務保証額 1,086百万円

四日市港国際物流
センター株式会社

三重県四日市市 150  物 流 業 50.0
当社に倉庫スペースを提供している。
役員の兼任２名  債務保証額 2,828百万円

株式会社四日市
ミート・センター

三重県四日市市 100  その他の事業 50.0 役員の兼任３名

その他２社 — — — — — —

(その他の関係会社)
— — — — — — —

　(注) 1. 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。
　　　 2. 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はない。
　　　 3. 特定子会社に該当する子会社はない。
　　　 4. 議決権の所有割合欄（　）数字は、間接所有割合（内数）である。
　　　 5. 上記の子会社はいずれも売上高（連結子会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割

合がそれぞれ100分の10以下であるため主要な損益情報等の記載を省略している。
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２２２２．．．．経 営 方 針経 営 方 針経 営 方 針経 営 方 針                            

１．会社経営の基本方針

  当社グループは、総合物流業を基軸とし、ますます厳しさを増す企業間競争の中で、グループ全体の総合力強

化を図り、顧客満足度の高い企業グループを目指しておりますが、本年度は、中期経営計画の最終年度となりま

すことから、以下のような経営方針を掲げております。

① グループ全体の事業を見直し、経営資源の選択と集中を行い、経営効率を高める。

② 期中に実施された新組織体制のもと、海外拠点を含めた総合力で、トータルロジスティクスサ

ービスの提供に努める。

③ 情報技術（ＩＴ）を積極的に活用し、物流技術の開発ならびに業務の革新を行い、生産性の向

上を図る。

④ ３ＰＬ、ＳＣＭのノウハウを活用した「企画提案型開発営業」を展開する。

⑤ 現場の重要性を認識するとともに、ＩＳＯ９０００ｓ（品質）を拡大し、業務プロセスを見直

すとともに、ＩＳＯ１４０００ｓ（環境）を取得し、環境に配慮する企業を目指す。

⑥ グローバル化、ＩＴ革新に対応できる人材の育成と、人事諸制度の改革を更に推進する。

２．利益配分に関する基本方針

　株主各位への利益配当につきましては、当社グループは物流事業が中心であり、保管施設に多額の投資を要し、

この投下資本の回収は長期にわたることから、財務体質強化を図るため、内部留保にも配慮し、安定した配当を

行うことを基本にして、業績に応じた成果の配分を実施してまいりたいと考えております。

３．中長期的な会社の経営戦略

（１）３ＰＬ手法を活用した企画提案型開発営業の取組み 

　当社グループは３ＰＬ手法による営業開発力の強化を念頭におき、大型量販店の新規物流セン

ター建設・運営の実現を図るとともに、国内外の物流拠点間の連携を強化するなど、グループ全

体の総合力を発揮し、より信頼性の高い、より競争力のある物流システムを構築してまいりたい

と考えております。

（２）四日市港における港湾整備計画への対応

　四日市港の霞ふ頭において、新たな北公共ふ頭（国際海上コンテナターミナル）が 2005 年に　

供用開始の予定となっております。当社グループにとって、まさに港湾ビジネス拡大の好機と捉

え、今後も四日市港の港勢拡大と発展に向けて、新規航路の拡大および新規貨物の獲得に努めて

まいります。

（３）取引先業界の再編、統合への対応

　当社は東京に営業統括室を新設し、取引先業界の再編、統合に的確に対応するため業界情報の

収集に努め、取扱量と売上の拡大に取り組んでまいります。

（４）海外拠点の整備拡充 

　当社グループは米国、中国、東南アジア諸国に海外拠点を設け、順次、現地法人化しておりま

すが、本年 10 月に欧州における石油化学関連および自動車部品などの物流動向に対応するため、

デュッセルドルフ（ドイツ）に現地法人を設立いたしました。また、本年 12 月には、メキシコに

も駐在員事務所を開設する予定であります。

　今後とも海外の物流拠点の整備拡充を進めてまいります。
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（５）中部国際空港建設に対する取組み

　当社は前期より専任プロジェクトチームを結成し、中部国際空港建設にかかわる物流の獲得に

向けて努力してまいりましたが、その一環として本年８月１日付けで中部支社営業業務部内に　

「中部空港開発グループ」を発足させました。すでに埋立用土砂輸送に参画しており、引き続き

空港ターミナル建設用の資機材輸送業務などにも取り組んでまいります。

４．会社が対処すべき課題

（１）財務体質の強化

　財務体質の強化のため、非効率な所有資産の見直しと処分を進め、有利子負債の圧縮に努めて

まいります。

（２）信頼性とコスト競争力の強化

　経営資源の「選択と集中」および人材の育成により、信頼性と効率性の高い物流システムの構

築を図り、グループ全体の経営の効率化とコスト削減に努めてまいります。

（３）退職給付債務への対応

　当社グループは平成 13 年３月期において退職給付債務会計基準変更時差異 88 億９千４百万円

を一括費用処理いたしました。

　今後も年金制度の改正や年金資産の運用利回り低下などへの的確な対応策を検討してまいりま

す。
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３．３．３．３．経 営 成 績経 営 成 績経 営 成 績経 営 成 績                            

１．当中間期の概況

　　　　当中間期の業績全般の概況当中間期の業績全般の概況当中間期の業績全般の概況当中間期の業績全般の概況

　当上半期におけるわが国経済は、米国、アジアの景気後退、ＩＴ関連事業の不況、デフレ圧力

などにより停滞を続けており、完全失業率も５％を超えております。また、追い打ちをかけるよ

うに米国同時多発テロ事件が発生し、世界経済は混迷の度を深めており、わが国経済の今後も不

透明の中に推移するものと思われます。

　このような経済環境下において全体的な荷動き鈍化はあるものの、当社では埼玉県東松山市、

大阪府枚方市の大型物流センターが順調に稼働していることや、中部国際空港建設関連の新規取

引や倉庫部門での保管残高増加による保管料の増収があったため、当中間期の連結売上高につき

ましては、前年同期比 11 億７千２百万円増（3.4％）の 353 億５千 5 百万円を計上いたしました。

　しかしながら、陸上運送部門におきましては、荷主からの厳しい物流合理化要請に加え、デフ

レ圧力もあったことから、売上高、利益に大きく影響し低調に推移いたしました。

　また、倉庫部門におきましては、輸入石炭の取扱量が堅調に推移しましたが、総じて貨物回転

率が前年同期に比し低下いたしました。港湾運送部門におきましては、米国、中国、東南アジア

地域の景気後退に伴い、輸出の取扱量が減少いたしました。

　以上の結果、連結経常利益は、社債発行費用の発生による営業外費用の増加もあり、前年同期

比３億５千５百万円減（29.1％）の８億６千万円となり、連結当期純利益は、４億７千７百万円

となりました。

なお、前中間期の連結当期純利益は退職給付債務の会計基準変更時差異の費用処理などもあり、

22 億３千５百万円の損失でありました。

　また、米国同時多発テロ事件の当社社員および施設への直接的な被害はありませんでした。

　　　　キャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・フローの概況・フローの概況・フローの概況・フローの概況

　営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の回収期間短縮などにより前年同期に比べ

６億１千４百万円増加し、１３億１千万円となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売却収入が増加しましたが、固定資産の取

得による支出の増加などにより前年同期に比べ１億９千６百万円減少し、８億７千６百万円の支

出超過となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、普通社債 80 億円を発行したことなどにより、前年同

期に比べ 75 億２千２百万円増加し、65 億７千６百万円となりました。

　これらの結果、現金および現金同等物の中間期末残高は、前年同期残高より 79 億８千万円増

加し、181 億４千７百万円となりました。

　　　　当中間期のセグメント別の概況当中間期のセグメント別の概況当中間期のセグメント別の概況当中間期のセグメント別の概況

（１） 総合物流業

＜倉庫部門＞

　当部門におきましては、全体的に荷動きが悪く、貨物回転率は前年同期に比べ 49.2％から 47.2％

に低下し、入庫数量 173 万屯に対し出庫数量が 172 万３千屯と入庫超であったことから、保管残

高が増加し、期中平均保管残高は前年同期比 5.2％増の 61 万２千屯となりました。
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　このような状況から、保管料は増加しましたが、荷役料はほぼ前年同期並みとなり、配送料は

減少いたしました。また、物流加工業務は前期に引き続き順調に推移し、付帯作業料につきまし

ても増加いたしました。

　以上の結果から、当部門の売上高は、前年同期比 2.4％増の 125 億３千９百万円の計上となり

ました。

＜港湾運送部門＞

　当部門におきましては、船内荷役取扱量は石炭、車両は減少しましたが、コンテナの取扱が増

加し、前年同期比 1.8％増の 564 万９千屯となりました。また、沿岸荷役取扱量は合成樹脂、タ

イヤなどの輸出貨物が減少しましたが、珪砂などの輸入原料が増加しましたので、前年同期比  

1.6％増の 239 万８千屯となりました。

　以上のとおり、取扱数量は増加しましたが、物流合理化要請や取扱内容の変化により、当部門

全体の売上高は前年同期比 2.3％減の 86 億６千６百万円の計上にとどまりました。

＜陸上運送部門＞

　当部門におきましては、通運貨物の取扱高が増加しましたが、海上コンテナ取扱はほぼ横ばい

となり、また一般雑貨、合成樹脂、化学品の輸送量が減少しましたので、当部門全体の取扱は、

前年同期比 2.3％減の 292 万７千屯となりました。

　以上の結果、当部門の売上高は前年同期比 2.9％減の 79 億４千７百万円の計上にとどまりまし

た。

＜その他の部門＞

　国際複合輸送につきましては、航空貨物が前年同期に比べ大幅に減少しましたが、海上輸送の

取扱高が増加しました。また、その他事業につきましては中部国際空港建設関連の新規取引や場

内作業などが順調に推移したことにより、売上高が増加しました。

　以上の結果、当部門の売上高は前年同期比 19.4％増の 42 億３千６百万円の計上となりました。

（２） その他の事業

　ゴルフ場事業における入場者数は前年同期比微減でありましたが、不動産事業において分譲住

宅・土地の販売実績が前期より増加し、また、自動車整備事業が堅調であったことなど、個人消

費の冷え込みにもかかわらず、前年同期に比して全体的に堅調でありました。

　以上の結果、当部門の売上高は前年同期比 46.5％増の 19 億６千６百万円の計上となりました。

　　　　当期の利益配分に関する事項当期の利益配分に関する事項当期の利益配分に関する事項当期の利益配分に関する事項

　当期の利益配分につきましては、中間配当金は前年同期と同額の１株につき３円とさせていた

だきます。また、期末配当金につきましても、普通配当３円、中間と合わせて通期６円を予定し

ております。

　　　　当期に決定または発生した重要な事実の概要当期に決定または発生した重要な事実の概要当期に決定または発生した重要な事実の概要当期に決定または発生した重要な事実の概要

　第一回転換社債（平成 14 年３月償還）の償還資金に充当するため、総額 80 億円の普通社債を

発行いたしました。
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２． 通期の見通し

今後のわが国経済は、米国同時多発テロ事件がもたらす世界経済への影響が予測しがたいこと

から、先行き不透明感が強く、景気回復にはかなりの時間を要するものと予想されます。

物流業界におきましても、今後、より一層の高品質、低コストのサービスが求められ、競争が

激化することは避けられないものと思われます。

　このような環境下において、当社は新組織体制によるグループ全体の総合力を強化するととも

に、国内外の物流拠点間の連携を強め、ＩＴ技術、３ＰＬのノウハウを駆使した新規営業開発に

努めます。

　また、業務の効率化とコスト削減を強力に推進し、厳しい競争に耐えうる体制を築くとともに

人材の育成を進めていく所存であります。

　セグメント別の見通しとしましては、倉庫部門は下期も保管残高は増加するものの、今後も引

き続き荷動きが低下することが予想されますが、保管数量に加えて、物流加工など付帯作業の取

扱数量の増加が期待されます。港湾運送部門およびその他の部門のうち、国際複合輸送につきま

しては、米国同時多発テロ事件の影響やＩＴ不況の長期化いかんでは、米国、中国、東南アジア

向けの輸出が減少すると予想されます。他方、日用品など消費財の輸入は増加すると思われます。

陸上輸送部門におきましては、国内需要の冷え込みから、輸送量の増加が期待できない状況と予

想されます。

　このような状況から、通期の予想としましては、連結売上高 710 億円、連結経常利益 17 億円、

連結当期純利益９億円を見込んでおります。
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４．４．４．４．中間連結財務諸表等中間連結財務諸表等中間連結財務諸表等中間連結財務諸表等                                            

（１）中間連結貸借対照表（１）中間連結貸借対照表（１）中間連結貸借対照表（１）中間連結貸借対照表                                                    

（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(平成12年9月30日現在)

当中間連結会計期間
(平成13年9月30日現在)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成13年3月31日現在)

　　　　　　　　期　　別

　科　　目
金    額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

資 産 の 部 ％ ％ ％
Ⅰ 流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受取手形及び営業未収金
有 価 証 券
た な 卸 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

8,027
14,194
3,375
3,532
308
1,456

 △　　29

14,181
14,402
5,133
2,712
323
1,537

 △　　66

8,363
14,932
3,964
2,812
279
1,392

△　　66
流 動 資 産 合 計 30,865 　 34.8 38,224 　 40.3 31,678 　 35.5

Ⅱ 固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
コ ー ス 勘 定
そ の 他

15,731
3,561
21,854
1,966
901

14,764
3,403
21,723
1,973
817

15,098
3,549
21,723
1,972
779

有形固定資産合計 44,014 42,683 43,123
無 形 固 定 資 産
連 結 調 整 勘 定
そ の 他

33
805

－
752

0
794

無形固定資産合計 839 752 794
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

9,073
178
1,599
2,158

△　 120

7,979
124
3,339
1,823

△　 154

8,627
141
3,103
1,868

△　　141
投資その他の資産合計 12,888 13,112 13,599
固 定 資 産 合 計 57,743 　 65.2 56,548 　 59.7 57,517 　 64.5

資 産 合 計 88,608 　100.0 94,773 　100.0 89,196 　100.0
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（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(平成12年9月30日現在)

当中間連結会計期間
(平成13年9月30日現在)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成13年3月31日現在)

　　　　　　　　期　　別

　科　　目
金    額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

負 債 の 部 ％ ％ ％
Ⅰ 流 動 負 債

支払手形及び営業未払金
短 期 借 入 金
一年内返済長期借入金
一 年 内 償 還 社 債
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金
そ の 他

6,430
9,884
2,134
－
575
1,216
2,926

7,035
8,630
1,335
10,309
363
1,201
2,756

6,908
9,479
1,689
8,309
722
1,230
3,277

流 動 負 債 合 計 23,168 　 26.2 31,632 　 33.4 31,616 　 35.4
Ⅱ 固 定 負 債

社　　　　　　債
転 換 社 債
長 期 借 入 金
繰 延 税 金 負 債
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
預 り 保 証 金
そ の 他

2,000
16,126
7,215
0

5,700
541
4,785
217

8,000
7,459
7,113
4

8,603
292
4,795
192

2,000
7,459
6,976
4

8,647
577
4,795
190

固 定 負 債 合 計 36,586 　 41.3 36,460 　 38.4 30,650 　 34.4

負 債 合 計 59,754 　 67.5 68,093 　 71.8 62,266 　 69.8

少 数 株 主 持 分

少 数 株 主 持 分 725 　　0.8 746 　　0.8 740 　　0.8

資 本 の 部
Ⅰ 資 本 金 7,791 　　8.8 7,791 　　8.2 7,791 　　8.8
Ⅱ 資 本 準 備 金 5,908 　　6.6 5,908 　　6.2 5,908 　　6.6
Ⅲ 連 結 剰 余 金 12,589 　 14.2 11,148 　 11.8 10,998 　 12.3
Ⅳ その他 有価証 券評価 差額 金 1,860 　　2.1 1,075 　　1.2 1,497 　　1.7
Ⅴ 為 替 換 算 調 整 勘 定 △　　 21 △　0.0 8   　0.0 △　 6 △  0.0

28,128 　 31.7 25,933 　 27.4 26,189 　 29.4
Ⅵ 自 己 株 式 △　　　0 △　0.0 △　　　0 △　0.0 △ 　0 △  0.0

資 本 合 計 28,128 　 31.7 25,932 　 27.4 26,189 　 29.4

負債、少数株主持分
及 び 資 本 合 計

88,608 　100.0 94,773 　100.0 89,196 　100.0
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（２）中間連結損益計算書（２）中間連結損益計算書（２）中間連結損益計算書（２）中間連結損益計算書                                                        

（単位：百万円）

前中間連結会計期間
自平成12年4月　1日
至平成12年9月30日

当中間連結会計期間
自平成13年4月 １日
至平成13年9月30日

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
自平成12年4月 １日
至平成13年3月31日

　　　　　　　　　　期　　別

　科　　目
金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 売 上 高 34,182 　100.0 35,355 　100.0 69,979   100.0

Ⅱ 売 上 原 価 30,284 　 88.6 31,616 　 89.4 62,002    88.6

   

Ⅲ

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

3,898

2,619

 　11.4
　　
  　7.7

3,739

2,743

 　10.6
　　
  　7.8

7,977

5,138

   11.4

    7.3

Ⅳ

営 業 利 益

営 業 外 収 益

1,278

253

　　3.7

 　 0.8

996

234

　　2.8

 　 0.6

2,838

509

    4.1

    0.7

受 取 利 息 ・ 配 当 金
持分法による投資利益
そ の 他

93
108
51

　 68
97
69

153
202
152

Ⅴ 営 業 外 費 用 317     0.9 370     1.0 616     0.9

支 払 利 息
社 債 発 行 費 償 却
そ の 他

299
－
18

290
71
8

596
－
20

Ⅵ

経 常 利 益

特 別 利 益

1,215

995

    3.6

    2.9

860

123

    2.4

    0.3

2,730

1,013

    3.9

    1.4

退 職 給 付 信 託 設 定 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益
固 定 資 産 処 分 益
そ の 他

926
2
6
59

－
103
19
1

926
9
74
2

Ⅶ 特 別 損 失 6,047    17.7 87     0.2 9,534    13.6

退職給付会計基準変更時
差異償却額

販 売 用 不 動 産 評 価 損
固 定 資 産 処 分 損
そ の 他

5,834
－
9
203

－
－
53
34

8,894
374
47
217

税金等調整前中間(当期)純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

△  3,836
619

△  2,215

△ 11.2
    1.8
△  6.5

897
383
21

    2.5
    1.1
    0.1

△  5,789
1,257

△  3,430

△  8.3
    1.8
△  4.9

少 数 株 主 利 益 △      5 △  0.0 14     0.0 17     0.0

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 △  2,235 △  6.5 477     1.3 △  3,634 △  5.2
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（３）中間連結剰余金計算書（３）中間連結剰余金計算書（３）中間連結剰余金計算書（３）中間連結剰余金計算書                                                            

（単位：百万円）

前中間連結会計期間
自平成12年4月 １日
至平成12年9月30日

当中間連結会計期間
自平成13年4月 １日
至平成13年9月30日

前連結会計年度の
要約連結剰余金計算書
自平成12年4月 １日
至平成13年3月31日

　　　　　　　　期　　別

　科　　目

金　　額 金　　額 金　　額

Ⅰ 連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連結剰余金期首残高 15,068 15,068 10,998 10,998 15,068 15,068

Ⅱ 連 結 剰 余 金 増 加 高

連結子会社等増加による
剰 余 金 増 加 高 82 82 － － 82 82

Ⅲ 連 結 剰 余 金 減 少 高

配 当 金
役 員 賞 与

286
41 327

286
41 327

477
41 518

Ⅳ 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 △2,235 477 △3,634

Ⅴ 連結剰余金中間期末(期末)残高 12,589 11,148 10,998
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書                                                                                    

（単位：百万円）

前中間連結会計期間
自平成12年4月 １日
至平成12年9月30日

当中間連結会計期間
自平成13年4月 １日
至平成13年9月30日

前連結会計年度の
要約ｷｬｼｭ･ﾌﾛｰ計算書
自平成12年4月 １日
至平成13年3月31日

金　　　額 金　　　額 金　　　額
ⅠⅠⅠⅠ 営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー

税金等調整前中間(当期)純利益
減 価 償 却 費
退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金
支 払 利 息
有 価 証 券 評 価 損
売 上 債 権 の 増 減 額
仕 入 債 務 の 増 減 額
た な 卸 資 産 の 減 少 額
販 売 用 不 動 産 評 価 損
未 払 消 費 税 等 の 増 加 額
そ の 他

△　　3,836
1,425
2,993

△　　　 93
299
42

△　 　323
△　　 651

111
－

△　　 134
1,778

897
1,367

△　　　 43
△　　　 68

290
3
530
127
100
－

△　　　29
△ 　　909

△　　5,789
2,986
5,940

△　　　153
596
－

△　　1,041
△　　　181

458
374

△　　　111
2,183

小　　　　　計
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
利 息 の 支 払 額
法 人 税 等 の 支 払 額

1,611
93

△　　 309
△　　 697

2,265
96

△　　 306
△　　 744

5,263
122

△　　　583
△　　1,168

ⅡⅡⅡⅡ
営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出
子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出
無形・有形固定資産の取得による支出
貸 付 に よ る 支 出
貸 付 金 回 収 に よ る 収 入
そ の 他

696

△　　 888
1,042
6

△　　 117
△　　　21
△　　 671
△　　　44

30
△　　　16

1,310

△ 　　912
935
221

△　　 108
△　　 　1
△　　 769
△　　 111

138
△　　 269

3,633

△　　　947
1,148
17

△      139
△　　　 95
△　　1,291
△　　　126

83
337

ⅢⅢⅢⅢ
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
短 期 借 入 金 の 純 減 少 額
長 期 借 入 に よ る 収 入
長 期 借 入 金 の 返 済 支 出
社 債 の 償 還 に よ る 支 出
社 債 の 発 行 に よ る 収 入
配 当 金 の 支 払 額
そ の 他

△　 　680

△　　 189
307

△　　 737
△　　　38

－
△　　 286
△　　 　2

△　 　876

△　　 848
370

△　　 586
－

7,928
△　　 286
△　　 　1

△　　1,012

△　　　599
839

△　　1,954
△　　　396

－
△　　　477
△　　　　2

ⅣⅣⅣⅣ

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額

△　　 946

8

6,576

△ 　　　1

△　　2,590

19
ⅤⅤⅤⅤ
ⅥⅥⅥⅥ
ⅦⅦⅦⅦ

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額
現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高
新規連結に伴う現金及び現金同等物増加額新規連結に伴う現金及び現金同等物増加額新規連結に伴う現金及び現金同等物増加額新規連結に伴う現金及び現金同等物増加額

△　　 921
10,947
140

7,008
11,138
－

50
10,947
140

ⅧⅧⅧⅧ 現金及び現金同等物の中間期末現金及び現金同等物の中間期末現金及び現金同等物の中間期末現金及び現金同等物の中間期末((((期末期末期末期末))))残高残高残高残高 10,167 18,147 11,138
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中間中間中間中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

1． 連結の範囲に関する事項

連 結 子 会 社 …… 四日市海運株式会社ほか21社

非連結子会社 …… 四日市シッピング株式会社ほか11社

2． 持分法の適用に関する事項
非連結子会社 12 社及び関連会社９社のうち、非連結子会社南大阪埠頭株式会社及び関連会社株式会社
四日市ミート・センターほか４社に対する投資について持分法を適用しております。

3． 連結子会社の中間決算日等
連結子会社のうち、Yokkaichi America Corporation の中間決算日は６月 30 日であり、中間連結決算
日との差は３カ月以内であるため、当該連結子会社の中間決算日現在の中間財務諸表を基礎として連結を

行っております。ただし、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行
っております。

4． 会計処理基準に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

た な 卸 資 産 ……販売用不動産については個別法による原価法、貯蔵品については移動平均法

による原価法を採用しております。

有 価 証 券

満期保有目的有価証券 償却原価法

その他有価証券 時価のあるもの……中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの……移動平均法に基づく原価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 ……主として定率法（ただし、平成 10年４月１日以降に取得した建物（附属設備

を除く）については、定額法）を採用しております。

無形固定資産 ……定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 ……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 ……従業員賞与の支出に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計

上しております。

退職給付引当金 ……従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生している

と認められる額を計上しております。

数理計算上の差異は、連結財務諸表提出会社分については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法により翌期

から費用処理することにしております。

また、連結子会社は、簡便法を採用しているため数理計算上の差異はありま

せん。
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役員退職慰労引当金 ……役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく中間連結会計期間末要支給

額を計上しております。

④ 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により外貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は在外子会社等の中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に

計上しております。

⑤ 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっております。

⑥ 重要なヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については、振当処理の要件を満た

している場合は振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は特例

処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為 替 予 約

金利スワップ

外貨建予定取引

借 入 金

(3) ヘッジ方針

為替予約取引は、円貨による支払額を確定させるためのものであり、また金利スワップ取引は、市

場金利変動によるリスクを回避するのが目的であり、いずれもリスクはありません。

取引の実行管理は経理部で行っており、リスク管理に対しては、稟議等による規制管理を行ってお

ります。

⑦ 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

5． 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

6． 連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定は発生日以後５年間で均等償却しております。ただし、僅少な場合は、当該勘定が生じた

期の損益として処理しております。

7． 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３カ

月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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注記事項注記事項注記事項注記事項

（中間連結貸借対照表関係）（中間連結貸借対照表関係）（中間連結貸借対照表関係）（中間連結貸借対照表関係）
前中間連結
会 計 期 間

当中間連結
会 計 期 間

前 連 結
会 計 年 度

（百万円） （百万円） （百万円）

１．有形固定資産の減価償却累計額 35,546 37,258 36,717

２．担保資産及び担保付債務
(1)担保資産

定 期 預 金
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
投 資 有 価 証 券
投資その他の資産その他
 ( ゴ ル フ 会 員 権 )

790
2,302
242
1,500
30

3

868
2,228
258
1,370
27

3

821
2,255
273
1,370
26

3
計 4,867 4,756 4,749

(2)担保付債務
従 業 員 預 り 金
短 期 借 入 金
一年以内返済長期借入金
長 期 借 入 金

808
3,794
391
4,642

824
3,578
216
4,613

790
3,938
334
4,591

計 9,636 9,232 9,654

(3)財団抵当として供している資産（対応債務なし）
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地

547
0
668

693
0
668

527
0
668

計 1,217 1,362 1,196

３．保証債務
以下の会社等の銀行借入金について下記
金額の保証を行っている。（内保証予約）
四日市港国際物流センター株式会社
中部コールセンター株式会社
財団法人四日市港湾福利厚生協会

3,194
1,681
304

( 461)
( 165)
( － )

2,828
1,086
193

( 380)
( － )
( － )

3,011
1,355
248

(420)
( 55)
( －)

従業員の銀行借入金について下記金額の
保証を行っている。

従業員（住宅資金） 54 40 48

４．中間期末日(連結会計年度末日)満期手形
受 取 手 形
支 払 手 形
流 動 負 債 そ の 他
( 設 備 支 払 手 形 )

186
63

20

183
67

10

206
83

43
手形交換日をもって
決済処理しており、
当中間会計期間の末
日は金融期間の休日
であったため、上記
の期末日満期手形が
期末残高に含まれて
おります。

同　　左 手形交換日をもって
決済処理しておりま
す。当期の末日は金
融機関の休日であっ
たため、上記の期末
日満期手形が期末残
高に含まれておりま
す。
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（中間連結損益計算書関係）（中間連結損益計算書関係）（中間連結損益計算書関係）（中間連結損益計算書関係）
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

（百万円） （百万円） （百万円）

１．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額
報 酬 及 び 給 与 手 当
減 価 償 却 費
賞 与 引 当 金 繰 入 額
退 職 給 付 費 用

1,222
152
137
132

1,226
153
125
146

2,545
314
187
232

（中間連結キャッシュ（中間連結キャッシュ（中間連結キャッシュ（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）・フロー計算書関係）・フロー計算書関係）・フロー計算書関係）
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

（百万円） （百万円） （百万円）

１．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と
中間(期末)連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
現 金 及 び 預 金 勘 定
有 価 証 券 勘 定
預 入 期 間 が ３ カ 月 を
　超 え る 定 期 預 金
株式及び償還期間が3カ月を
　超 え る 債 券 等
別 段 預 金

8,027
3,375

△  1,219

△   　16
－

14,181
5,133

△ 1,157

△　　　9
－

8,363
3,964

△ 1,173

△     9
△     5

現金及び現金同等物 10,167 18,147 11,138

（リース取引関係）（リース取引関係）（リース取引関係）（リース取引関係）
1． リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リース取引
(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
（百万円） （百万円） （百万円）

機械装置 その他の 無　形 合　計 機械装置 その他の 無　形 合　計 機械装置 その他の 無　形 合　計
及び運搬具 有形固定資産 固定資産 及び運搬具 有形固定資産 固定資産 及び運搬具 有形固定資産 固定資産
                                                                                                                        

取 得 価 額
　　相 当 額 37 677 125 840 33 627 139 799 35 648 140 824
減価償却累計額
  　　相 当 額 25 398 78 502 18 461 95 576 28 415 90 534

　                                                                                                                                        
中間期末(期末)
　　残高相当額 11 279 47 337 14 165 43 223 7 233 49 290
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
（百万円） （百万円） （百万円）

(2) 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

１ 年 内 169 140 163
１ 年 超 168 83 126

合　　　　計 337 223 290
(注)取得価額相当額
及び未経過リース
料中間期末残高相
当額は、有形固定
資産の中間期末残
高等に占める割合
が低いため、支払
利子込み法により
算定しておりま
す。

同　　左 (注)取得価額相当額
及び未経過リース
料期末残高相当額
は、有形固定資産
の期末残高等に占
める割合が低いた
め、支払利子込み
法により算定して
おります。

(3) 支払リース料、減価償却費相当額
支 払 リ ー ス 料 91 87 188
減 価 償 却 費 相 当 額 91 87 188

(4) 減価償却費相当額の算定方法 リース期間を耐用
年数とし、残存価
額を零とする定額
法によっておりま
す。

同　　左 同　　左

2． オペレーティング・リース取引
未 経 過 リ ー ス 料

608 944 881１ 年 内
１ 年 超 7,041 7,585 7,729
合　　　　計 7,650 8,530 8,610
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５．５．５．５．セ グ メ ン ト 情 報セ グ メ ン ト 情 報セ グ メ ン ト 情 報セ グ メ ン ト 情 報                                    

（１）事業の種類別セグメント情報（１）事業の種類別セグメント情報（１）事業の種類別セグメント情報（１）事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間　（自　平成１２年４月１日　　至　平成１２年９月３０日）　　　　（単位：百万円）
総合物流業 その他の事業 計 消去または全社 連　　　結

Ⅰ 売上高及び営業損益
売 上 高

(1)外部顧客に対する売上高 32,841 1,341 34,182 － 34,182

 (2)
セグメント間の内部
売 上 高 又 は 振 替 高 1 619 621 (621) －

計 32,842 1,961 34,804 (621) 34,182
営 業 費 用 31,656 1,894 33,550 (647) 32,903
営 業 利 益 1,186 67 1,253         25 1,278

当中間連結会計期間　（自　平成１３年４月１日　　至　平成１３年９月３０日）　　　　（単位：百万円）
総合物流業 その他の事業 計 消去または全社 連　　　結

Ⅰ 売上高及び営業損益
売 上 高

(1)外部顧客に対する売上高 33,389 1,966 35,355 － 35,355
 (2)
  
セグメント間の内部
売 上 高 又 は 振 替 高 7 900 908 (908) －

計 33,397 2,866 36,264 (908) 35,355

営 業 費 用 32,534 2,747 35,282 (921) 34,360
営 業 利 益 862 119 982         13 996

前 連 結 会 計 年 度         　（自　平成１２年４月１日　　至　平成１３年３月３１日）　　　　　（単位：百万円）
総合物流業 その他の事業 計 消去または全社 連　　　結

Ⅰ 売上高及び営業損益
売 上 高

(1)外部顧客に対する売上高 67,017 2,962 69,979 － 69,979
 (2)
  
セグメント間の内部
売 上 高 又 は 振 替 高 3 1,288 1,292 (1,292) －

計 67,020 4,251 71,271 (1,292) 69,979

営 業 費 用 64,289 4,189 68,479 (1,337) 67,141

営 業 利 益 2,730 61 2,792         45 2,838

（注）１．事業区分の方法
事業区分の方法は役務別売上集計区分によっております。

２．各事業区分の主要役務
(1) 総合物流業
倉庫業、港湾運送業、陸上運送業、国際複合輸送業及びその他物流関連業務

(2) その他の事業
不動産業、ゴルフ場経営、自動車整備作業及びレストラン・給食事業等

（２）所在地別セグメント情報（２）所在地別セグメント情報（２）所在地別セグメント情報（２）所在地別セグメント情報
全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が 90％を超えているため、所在地別セグメント情報の
記載を省略いたしました。

（３）海外売上高（３）海外売上高（３）海外売上高（３）海外売上高
海外売上高は連結売上高の10％未満であるため記載を省略いたしました。
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６．６．６．６．生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況                                                        

（１）営業概況（１）営業概況（１）営業概況（１）営業概況                                    

倉庫保管貨物入出庫高並びに中間期末保管残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

入 庫 高 出 庫 高 残 高
期　　間

屯　数 金　額 屯　数 金　額 屯　数 金　額

自 平成13年４月 １日
至 平成13年９月30日

屯
1,730,463 298,742

屯
1,723,852 299,628

屯
612,642 106,421

前 年 同 期 比 増 減           
％

　　2.7
％

△　6.4
％

△　0.5
％

△　5.4
％

8.8
％

5.3

港湾運送業の貨物取扱高

船 内 荷 役 沿岸荷役（輸出貨物）
期　　　　間

屯　数 前年同期比増減 屯　数 前年同期比増減

自 平成13年４月 １日
至 平成13年９月30日

屯
5,649,317

％
 　　1.8

屯
2,398,231
(1,058,905)

％
 　　1.6
　 （7.3）

陸上運送業の貨物取扱高

貨物自動車運送業 鉄 道 利 用 運 送 業
期　　　　間

屯　数 前年同期比増減 屯　数 前年同期比増減

自 平成13年４月 １日
至 平成13年９月30日

屯
2,673,026

％
 △　4.6

屯
　　254,830

％
 　　30.4

（２）受注状況（２）受注状況（２）受注状況（２）受注状況                                    

受注生産は行っておりません。

（３）販売実績（３）販売実績（３）販売実績（３）販売実績                                    

（単位：百万円）

事 業 区 分
前中間連結会計期間
自平成12年4月 １日
至平成12年９月30日

当中間連結会計期間
自平成13年4月 １日
至平成13年９月30日

前連結会計年度
自平成12年4月 １日
至平成13年3月31日

倉 庫 業 12,242 12,539 24,914

港 湾 運 送 業 8,865 8,666 18,235

陸 上 運 送 業 8,185 7,947 16,674

その他の物流業 3,547 4,236 7,192

総
合
物
流
業

 
 
 
 
 
 
 

計 32,841 33,389 67,017

その他の事業 1,341 1,966 2,962

合 計 34,182 35,355 69,979
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７．７．７．７．有 価 証 券有 価 証 券有 価 証 券有 価 証 券                        

１． 満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はありません。

２． その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
平成12年9月30日現在 平成13年9月30日現在 平成13年3月31日現在

取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差　額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差　額 取得原価
連　　結
貸借対照
表計上額

差　額

(1)
(2)

(3)

株 式
債 券
社 債

そ の 他

3,296

0
40

6,567

1
39

3,271

0
△　0

3,253

0
40

5,173

1
39

1,919

0
△　0

3,300

0
40

5,945

1
40

2,644

0
0

合　　　　計 3,336 6,608 3,271 3,294 5,214 1,920 3,341 5,987 2,645

３． 時価評価されていない有価証券（上記１．を除く）
（単位：百万円）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度
平成12年9月30日現在 平成13年9月30日現在 平成13年3月31日現在
中間連結貸借対照表

計上額
中間連結貸借対照表

計上額
連結貸借対照表
計上額

(1)

(2)

満 期 保 有 目 的 の 債 券
割 引 金 融 債

そ の 他 有 価 証 券
マネー・マネジメント・ファンド
中 期 国 債 フ ァ ン ド
公 社 債 投 信
貸 付 信 託
非上場株式(店頭売買株式を除く)

9

3,350
－
15
11
822

9

3,393
1,264
465
－
847

9

3,391
563
－
11
831
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８．８．８．８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

ヘッジ会計を適用しておりますので、記載を省略しています。


